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専決処分について　~

地方自治法(昭和2 2年法律第6 7号)第1 7 9条第1項の規定により､別紙のとお

り専決処分をしたので､同法同条第3項の規定により､これを本議会に報告して承認を

求める｡
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専決第5号

専決処分書

地方自治法(昭和2 2年法律第6 7号)第1 7 9条第1項の規定により､三朝町税

条例の一部を改正することについて､次のとおり専決処分する｡

平成17年3月31日

三　朝　町　長　　吉　　田　　秀　光

iiii:i I I., -▲二.･rJ ∠Jtj I.'/:I '･:Ti

三朝野鼠会議長鹿井　草

三朝町条例第1 8号

三朝町税条例の一部を改正する条例

三朝町税条例(昭和45年三朝町条例第18号)の一部を次のように改正するo

次の表の改正前の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項(以下｢移動条項｣

という｡ )に対応する同表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項(以

下｢移動後条項｣という｡)が存在する場合には､当該移動条項を当該移動後条項とし､

移動条項に対応する移動後条項が存在しない場合には､当該移動条項(以下｢削除条項｣

という｡)を削り､移動後条項に対応する移動条項が存在しない場合には､当該移動後

条項(以下｢追加条項｣という｡)を加えるo

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分(条及び項の表示並びに削除条項を除く｡

以下｢改正部分｣という｡)に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分(条及

び項の表示並びに追加条項を除く.以下｢改正後部分｣というo)が存在する場合には､

当該改正部分を当該改正後部分に改め､改正部分に対応する改正後部分が存在しない場

合には､当該改正部分を削り､改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､

当該改正後部分を加える｡
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さない｡ただし､法の施行地に住所を有

しない者については､この限りでない｡

(1)略

(2)障害者､未成年者､寡婦又は寡夫

(これらの者の前年の合計所得金額が

125万円を超える場合を除く｡)

2　略

第25条～第36条　略

(町民税の申告)

第36条の2　第23条第1項第1号の者

は､ 3月15日までに､施行規則第5号

の4様式(別表)による申告書を町長に

提出しなければならない｡ただし､法第

317条の6第1項又i魁選の規定に

よって給与支払報告書又は公的年金等

支払報告書を提出する義務がある者か

ら1月1日現在において給与又は公的

年金等の支払を受けている者で前年中

に給与所得以外の所得又は公的年金等

に係る所得以外の所得を有しなかった

もの(公的年金等に係る所得以外の所

得を有しなかった者で社会保険料控除

額(令第48条の9の7に規定するもの

を除く｡ ) ､小規模企業共済等掛金控除額

､生命保険料控除額､損害保険料控除額

､寡婦(寡夫)控除額､勤労学生控除額

､配偶者特別控除額若しくは法第314

条の2第5項に規定する扶養控除額の

控除又はこれらと併せて雑損控除額､

医療費控除額若しくは寄付金控除額の

控除､法第313条第8項に規定する塵

遺失の金額の控除若しくは同条第9項

に規定する純損失又は雑損失の金額の

控除を受けようとするものを除く｡以下

この条において｢給与所得等以外の所得

さない｡ただし､法の施行地に住所を有

しない者については､この限りでない｡

(1)略

(カ　障害者､未成年者､年齢65歳以上

些童､寡婦又は寡夫(これらの者の前

年の合計所得金額が125万円を超え

る場合を除く｡)

2　略

第25条～第36条　略

(町民税の申告)

第36条の2　第23条第1項第1号の者

は､ 3月15日までに､施行規則第5号

の4様式拐l康)による申告書を町長に

提出しなければならない｡ただし､法第

317条の6第1項又に増L蔓題の規定に

よって給与支払報告書又は公的年金等

支払報告書を提出する義務がある者か

ら1月1日現在において給与又は公的

年金等の支払を受けている者で前年中

に給与所得以外の所得又は公的年金等

に係る所得以外の所得を有しなかった

もの(公的年金等に係る所得以外の所

得を有しなかった者で社会保険料控除

額(令第48条の9の7に規定するもの

を除く｡) ､小規模企業共済等掛金控除額

､生命保険料控除額､損害保険料控除額

､寡婦(寡夫)控除額､勤労学生控除額

､配偶者特別控除額若しくは法第314

条の2第5項に規定する扶養控除額の

控除又はこれらと併せて雑損控除額､

医療費控除額若しくは寄付金控除額の

控除､法第313条第8項に規定する楚

塵宝の金額の控除若しくは同条第9項

に規定する純損失又は雑損失の金額の

控除を受けようとするものを除く｡以下

杢墓において｢給与所得等以外の所得を



を有しなかった者｣という｡)及び第24

条第2項に規定する者(施窄預覗fl第2

条の2第1項の表の上欄の(二)に掲

げる者を除く｡)については､この限り

でない｡

2　略

3　町長は､法第317条の6第1項の給

与支払報告書又は同条第4項の公的年

金等支払報告書が1月31日までに提出

されなかった場合において､町民税の賦

課徴収について必要があると認めると

きは､給与所得等以外の所得を有しなか

った者を指定し､その者に第1項又は前
●項の申告書を町長の指定する期限まで

に提出させることができる｡

4-8　略

第36条の3-第63条の2　略

(法第352条の2第5項及び第6項の

規定による固定資産税額のあん分の申

出)

第63条の3　略

2　法第352条の2第6項に規定する特

定被災共用土地(以下こ堅塁及び次項に

おいて｢特定被災共用土地｣という｡)

に係る固定資産税額のあん分の申出は､

同条墓旦壁に規定する特定被災共用土

地納税義務者(第5号及び第4項にお

いて｢特定被災共用土地納税義務者｣と

いうo)の代表者が法第349条の3の3

第1項に規定する被災年度(第3号及

び第74条の2において｢被災年度｣と

いう｡)の翌年度又は翌々年度｣塗墓

349条の3の3第1項に規定する避難

の指示等(第74条の2において｢避難

の指示等｣という｡)が行われた場合に

おいて､法第349条の3の3第1項に

有しなかった者｣という｡)及び第24条

第2項に規定する者漸湧覗り第2条の

2第1項の表の上欄の(二)に掲げる者

を除く｡)については､この限りでない｡

2　略

3　町長は､法第317条の6第1項の給

与支払報告書又は同条第3項の公的年

金等支払報告書が1月31日までに提出

されなかった場合において､町民税の賦

課徴収について必要があると認めると

きは､給与所得等以外の所得を有しなか

った者を指定し､その者に第1項又は前

項の申告書を町長の指定する期限まで

に提出させることができる｡

4-8　略

第36条の3-第63条の2　略

(法第352条の2第5項及び第6項の

規定による固定資産税額のあん分の申

出)

第63条の3　略

2　法第352条の2第6項に規定する特

定被災共用土地(以下壁蔓及び次項に

おいて｢特定被災共用土地｣という｡)

に係る固定資産税額のあん分の申出は､

同条国選に規定する特定被災共用土地

納税義務者(第5号及び第4項におい

て｢特定被災共用土地納税義務者｣と

いう｡)の代表者が法第349条の3の3

第1項に規定する被災年度(第3号及

び第74条の2において｢被災年度｣と

いう｡)の翌年度又は翌々年度の初日の

属する年の1月31日までに次の各号に

掲げる事項を記載し､かつ､第4号に掲

げる事実を証する書類を添付した申出

書を町長に提出して行わなければなら



規定する避難等解除日(以下この項及び

第74条の2におて｢避難等解除日｣と

いう｡)の属する年が法第349条の3の

3第1項に規定する被災年(第74条の

2において｢被災年｣というo)の翌年

以後の年であるときは､当該被災年度の

翌年度から避難等解除日の属する年の

1月1日以後3年を経過する日を賦課期

日とする年度までの各年度)の初日の属

する年の1月31日までに次の各号に掲

げる事項を記載し､かつ､第4号に掲げ

る事実を証する書類を添付した申出書

を町長に提出して行わなければならな

い｡

(1)～(6)略

3及び4　略

第64条～第74条　略

(被災住宅用地の申告)

第74条の2　法第349条の3の3第1

項(同条第2項において準用する場合

及び同条第3項(同条第4項において

準用する場合を含む｡)の規定により読

み替えて適用される場合を含む｡第5

号及び次項において同じ｡ )の規定の適

用を受けようとする者は､被災年度の翌

年度又は翌々年度(避難の指示等が行わ

れた場合において､避難等解除日の属す

る年が被災年の翌年以後の年であると

きは､当該被災年度の翌年度から避難

等解除日の属する年の1月1日以後3

年を経過する日を蹄課期日とする年度

までの各年度)の初日の属する年の1

月31日までに次に掲げる事項を記載し

､かつ､第4号に掲げる事実を証する

書類を添付した申告書を町長に提出し

なければならない｡

ない｡

(1)～(¢　略

3及び4　略

第64条～第74条　略

(被災住宅用地の申告)

第74条の2　法第349条の3の3第1

項(同条第2項において準用する場合

及び同条第3項(同条第4項において

準用する場合を含む｡)の規定により読

み替えて適用される場合を含む｡第5

号及び次項において同じo )の規定の適

用を受けようとする者は､被災年度の翌

年度又は翌々年度の初日の属する年の1

月31日までに次に掲げる事項を記載し

､かつ､第4号に掲げる事実を証する

書類を添付した申告書を町長に提出し

なければならない｡



(1)略

(カ　法第349条の3の3第1項に規定

する被災住宅用地(以下三聖畳及び次

号において｢被災住宅用地｣という｡

)の被災年度に係る賦課期日における

所有者の住所及び氏名又は名称並び

に当該被災住宅用地の所在及び地籍

(3)～(6)略

2　法第349条の3の3第1項の規定の

適用を受ける土地に係る被災年度の翌

年度分又は翌々年度分(避難の指示等

が行われた場合において､避難等解除

日の属する年が被災年の翌年以後の年

であるときは､当該被災年度の翌年度

から避難等解除日の属する年の1月1

日以後3年を経過する日を賦課期日と

する年度までの各年度分)の固定資産

税については､前条の規定は､適用し

ない｡

第75条～第151条　略

附　則

第1条～第7条の2　略

(肉用牛の売却による事業所得に係る

町民税の課税の特例)

第8条　昭和57年度から平成21年度ま

での各年度分の個人の町民税に限り､所

得割の納税義務者が前年中に租税特別

措置法第25条第1項各号に掲げる売却

の方法により当該各号に定める肉用牛

を売却し､かつ､その売却した肉用牛が

すべて同項に規定する免税対象飼育牛

である場合において､第36条の2第1

項の規定による申告書(その提出期限後

において町民税の納税通知書が送達さ

れる時までに提出されたもの及びその

時までに提出された第36条の3第1項

(1)略

(2)法第349条の3の3第1項に規定

する被災住宅用地(以~闇｣及び次

号において｢被災住宅用地｣という｡

)の被災年度に係る賦課期日における

所有者の住所及び氏名又は名称並び

に当該被災住宅用地の所在及び地籍

(3)～(6)略

2　法第349条の3の3第1項の規定の

適用を受ける土地に係る被災年度の翌

年度分又は翌々年度分の固定資産税に

ついては､前条の規定は､適用しない｡

第75条～第151条　略

附　則

第1条～第7条の2　略

(肉用牛の売却による事業所得に係る

町民税の課税の特例)

第8条　昭和57年度から平成18年度ま

での各年度分の個人の町民税に限り､所

得割の納税義務者が前年中に租税特別

措置法第25条第1項各号に掲げる売却

の方法により当該各号に定める肉用牛

を売却し､かつ､その売却した肉用牛が

すべて同項に規定する免税対象飼育牛

である場合において､第36条の2第1

項の規定による申告書(その提出期限後

において町民税の納税通知書が送達さ

れる時までに提出されたもの及びその

時までに提出された第36条の3第1項



の確定申告書を含む｡次項において同じ

0)にその肉用牛の売却に係る同法第25

条第1項に規定する事業所得の明細に

関する事賓の記載があるとき(これらの

申告書にその記載がないことについて

やむを得ない理由があると町長が認め

るときを含む｡次項において同じ｡)は

､当該事業所得に係る町民税の所得割の

額(前年の第33条第1項に規定する総

所得金額に係る町民税の所得割の額か

ら､当該事業所得がないものとして計算

した場合における同項の総所得金額に

係る町民税の所得割の額を控除した額

とする｡)を免除する｡

2及び3　略

第9条～第10条の2　略

(阪神･淡路大震災に係る固定資産税の

特例の適用を受けようとする者がすべ

き旦童等)

第1 0条の3　法附則第16条の2第10

項の規定の適用を受けようとする者は､

当該年度の初日の属する年の1月31日

までに次に掲げる事項を記載し､かつ､

施行規則附則第7条の2第13項第1号

に掲げる書類(法附則第16条第6項の

規定の適用を受けようとする場合にあ

っては､前条第2項に規定する書類を含

む｡)を添付した申告書を町長に提出し

なければならない｡

(1)～(¢　略

2　法附則第16条の2第10項の規定の

適用を受ける家屋に係る平成17年度か

ら平成20年度までの各年度分の固定資

産税については､前条の規定は適用しな

い｡

第11条～第14条の2　略

の確定申告書を含む｡次項において同じ

0)にその肉用牛の売却に係る同法第25

条第1項に規定する事業所得の明細に

関する事項の記載があるとき(これらの

申告書にその記載がないことについて

やむを得ない理由があると町長が認め

るときを含む｡次項において同じ｡)は

､当該事業所得に係る町民税の所得割の

額(前年の第33条第1項に規定する総

所得金額に係る町民税の所得割の額か

ら､当該事業所得がないものとして計算

した場合における同項の総所得金額に

係る町民税の所得割の額を控除した額

とする｡)を免除する｡

2及び3　略

第9条～第10条の2　略

(阪神･淡路大震災に係る固定資産税の

特例の適用を受けようとする者がすべ

き旦宣董)

第10条の3　法附則第16条の2第10

項の規定の適用を受けようとする者は､

当該年度の初日の属する年の1月31日

までに次に掲げる事項を記載し､かつ､

施行規則附則第7条の2第11項各号

に掲げる書類(法附則第16条第6項の

規定の適用を受けようとする場合にあ

っては､前条第2項に規定する書類を含

む｡)を添付した申告書を町長に提出し

なければならない｡

(1)～(6)略

2　法附則第16条の2第10項の規定の

適用を受ける家屋に係る平成　8年度か

ら平成17年度までの各年度分の固定資

産税については､前条の規定は適用しな

い｡

第11条～第14条の2　略



(読替規定)

第1 5条　法附則第31条の2第1項の

規定の適用がある土地に係る特別土地保

有税については､第136条中｢又は第587

条第2項｣とあるのは｢若しくは第587

条第2項又は法附則第31条の2第1項｣

とする｡

(特別土地保有税の課税の特例)

第15条の2　略

2-5　略

旦　法附則第31条の3産旦壁の規定の適

用がある土地に対して課する特別土地

保有税については､第137条第1号(

第1項又は第2項の規定により読み替

えて適用される場合を含む｡)中｢控除

した額｣とあるのは､ ｢控除した額の3

分の1に相当する額｣とする｡

(読替規定)

第1 5条　法附則第31条の2第1項｣塵

31条の2の2第1項又は第39条第7

項若しくは第8項の規定の適用がある

土地に係る特別土地保有税については､

第136条中｢又は第587条の2第1項

本文｣とあるのは｢若しくは第587条

の2第1項本文又は法附則第31条の2

第1項若しくは第39粂第7項若しくは

第8項｣と､ ｢又は第587条第2項｣と

あるのは｢若しくは第587条第2項又

は法附則第31条の2第1項､第31条

の2の2若しくは第39条第7項若しく

は第8項｣とする｡

(特別土地保有税の課税の特例)

第15条の2　略

2-5　略

旦　法附則第31条の3第4項の規定の適

用がある土地に係る特別土地保有税に

ついては､第137条第1号(第1項又

は第2項の規定により読み替えて適用

される場合を含む｡)又は第2号(第3

項の規定により読み替えて適用される

場合を含む｡)中｢控除した額｣とある

のは､ ｢控除した額の3分の2に相当す

る額｣とする｡

1　法附則第31条の3墓旦堕の規定の適

用がある土地に対して課する特別土地

保有税については､第137条第1号(

第1項又は第2項の規定により読み替

えて適用される場合を含む｡)中｢控除

した額｣とあるのは､ ｢控除した額の3

分の1に相当する額｣とする｡

旦　法附則第31条の3第6項の規定の適

用がある土地の取得に対して課する特

別土地保有税については､第137条第



第16条の2　略

(土地の譲渡等に係る事業所得等に係

る町民税の課税の特例)

第1 6条の4　町民税の所得割の納税義

務者が前年中に租税特別措置法第28条

の4第1項に規定する事業所得又は雑

所得を有する場合には､当分の間､当該

事業所得及び雑所得については､第33

条及び第34条の3の規定にかかわらず

､他の所得と区分し､前年中の土地等に

係る事業所得等の金額(法附則第33条

の3第1項に規定する土地等に係る事

業所得等の金額をいう｡以下三塁堕にお

いて同じ｡)に対し､次に掲げる金額の

うちいずれか多い金額に相当する町民

税の所得割を課する｡

(1)略

(2)土地等に係る課税事業所得等の金

額と当該年度分の課税総所得金額と

の合計額を当該課税総所得金額とみ

なして計算した場合の所得割の額か

ら､当該年度分の課税総所得金額に係

る所得割の額を控除した金額の100

分の110に相当する金額

2-4　略

第17条～第18条　略

(株式等に係る譲渡所得等に係る個人

の町民税の課税の特例)

第1 9条　当分の間､所得割の納税義務者

2号(第3項の規定により読み替えて適

用される場合を含む｡)中｢控除した額｣

とあるのは､ ｢控除した額の3分の1に

相当する額｣とする｡

第16条の2　略

(土地の譲渡等に係る事業所得等に係

る町民税の課税の特例)

第1 6条の4　町民税の所得割の納税義

務者が前年中に租税特別措置法第28条

の4第1項に規定する事業所得又は雑

所得を有する場合には､当分の間､当該

事業所得及び雑所得については､第33

条及び第34条の3の規定にかかわらず

､他の所得と区分し､前年中の土地等に

係る事業所得等の金額(法附則第33条

の3第1項に規定する土地等に係る事

業所得等の金額をいう.以下杢雲におい

て同じ｡)に対し､次に掲げる金額のうち

いずれか多い金額に相当する町民税の所

得割を課する｡

(1)略

(2)土地等に係る課税事業所得等の金

額と当該年度分の課税総所得金額｣坦

則第18条第1項の規定の適用がある

場合には､同項第2号に規定する合計

額っ以下本号において同じ｡)との合

計額を当該課税総所得金額とみなし

て計算した場合の所得割の額から､当

該年度分の課税総所得金額に係る所

得割の額を控除した金額の100分の

110に相当する金額

2-4　略

第17条～第18条　略

株式等に係る譲渡所得等に係る個人

の町民税の課税の特例)

第1 9条　当分の間､所得割の納税義務者



が前年中に租税埠別措置法第37条の

10第1項に規定する株式等に係る譲渡

所得等を有する場合には､当該株式等に

係る譲渡所得等については､第33条及

び第34条の3の規定にかかわらず､他

の所得と区分し､前年中の当該株式等に

係る譲渡所得等の金額として令附則第

18条第1項に定めるところにより計算

した金額(以下この項及び次項並びに附

則第19条の3において｢株式等に係る

譲渡所得等の金額｣という｡)に対し､

株式等に係る課税襲渡所得等の金額(秩

式等に係る譲渡所得等の金額(第4項第

と量の規定により適用される第34条の

2の規定の適用がある場合には､その適

用後の金額)をいう｡)の100分の3.4

に相当する金額に相当する町民税の所

得割を課する｡

旦　法第23条第1項第16号に規定する

特定株式等譲渡所得金額(以下主堅塁

及び次項において｢特定昧式等譲渡所得

金額｣という｡)に係る所得を有する者

に係る株式等に係る譲渡所得等の金額

は､当該特定株式等譲渡所得金額に係る

所得の金額を除外して算定する｡

旦　略

旦　第1項の規定の適用がある場合には､

次に定めるところによる｡

が前年中に租税特別措置法第37条の

10第1項に規定する株式等に係る譲渡

所得等を有する場合には､当該株式等に

係る譲渡所得等については､第㍊条及

び第34条の3の規定にかかわらず､他

の所得と区分し､前年中の当該株式等に

係る譲渡所得等の金額として令附則第

18条第1項に定めるところにより計算

した金額(以下本項､次項及び第3項並

びに次条第1項において｢株式等に係る

譲渡所得等の金額｣という｡)に対し､

株式等に係る課税譲渡所得等の金額(秩

式等に係る譲渡所得等の金額(第5項第

と豊の規定により適用される第34条の

2の規定の適用がある場合には､その適

用後の金額)をいう｡)の100分の3.4

に相当する金額に相当する町民税の所得

割を課する｡

旦　前項の場合において､当該株式等に係

る譲渡所得等の基因となる株式等の譲

渡が租税特別措置法第37条の10第2

項に規定する株式の譲渡であるときは､

当該譲渡による株式等に係る譲渡所得

等卵如炉博
等の金額の2分の~1に相当する金額と_

土星｣

旦　法第23条第1項第16号に規定する

特定株式等譲渡所得金額(以下杢重｣

及び次項において｢特定株式等譲渡所得

金額｣という｡)に係る所得を有する者

に係る株式等に係る譲渡所得等の金額

は､当該特定株式等譲渡所得金額に係る

所得の金額を除外して算定する｡

旦　略

旦　第1項の規定の適用がある場合には､

次に定めるところによる｡



(1)略

(2)第34条の7､第34条の8第1項

及び附則第7条第1項の規定の適用
一　については､これらの規定中｢場合の

所得割の額｣とあるのは､ ｢場合の所

得割の額及び附則第19条第1項の規

定による町民税の所得割の額｣と､第

34条の8第1項中｢同条第6項｣と

あるのは｢附則第19条第3項｣とす

る｡

(3)～(5)略

(特定管理株式が価値を失った場合の

株式等に係る譲渡所得等の課税の特例)

第19条の2　町民税の所得割の納税義務

者について､その有する租税特別措置法

第37条の川の2第1項笹規定する特

定管理株式(以下この項及び次項におい

て｢特定管理株式｣という｡)が株式と

しての価値を失ったことによる損失が

生じた場合として同条第1項各号に掲

げる事実が発生したときは､当該事実が

発生したことは当該特定管理株式の譲

渡をしたことと､当該損失の金額として

令附則第18条の2第1項で定める金額

は当該特定管理株式の譲渡をしたこと

により生じた損失の金額とそれぞれみ

なして､この条及び前条の規定その他の

本条例の規定を適用する｡

旦　町民税の所得割の納税義務者が前年

中に租税特別措置法第37条の10の2

第1項に規定する特定管理口座(その者

が2以上の特定管理口座を有する場合

には､それぞれの特定管理口座)に保管

(1)略

(2)第34条の7､第34条の8第1項

及び附則第7条第1項の規定の適用

については､これらの規定中｢場合の

所得割の額｣とあるのは､ ｢場合の所

得割の額及び附則第19条第1項の規

定による町民税の所得割の額｣と､第

34条の8第1項中｢同条第6項｣と

あるのは｢附則第19条第4項｣とす

る｡

(3)～(5)略



得ない理由があると町長が認めるとき

を含む｡)に限り､適用する｡

(上場株式等を譲渡した場合の株式等

に係る譲渡所得等に係る町民税の課税

の特例)

第19条の3　平成16年度から平成20年

度までの各年度分の個人の町民税に限

り､所得割の納税義掛ミ前年中に租税

特別措置法第37条の11第1項に規定

する事業所得､譲渡所得又は雑所得を有

する場合には､附則第19条第1項の規

定により株式等に係る譲渡所得等の金

額のうち当該事業所得の金額､譲渡所得

の金額及び雑所得の金額として全敗魁

(上場株式等を譲渡した場合の株式等

に係る譲渡所得等に係る町民税の課税

の特例)

第19条の2　平成16年度から平成20年

度までの各年度分の個人の町民税に限

り､所得割の納税義務者が前年中に租税

特別措置法第37条の11第1項に規定

する事業所得､譲渡所得又は雑所得を有

する勢合には､前条第1項の規定により

株式等に係る譲渡所得等の金額のうち当

該事業所得の金額､譲渡所得の金額及び

雑所得の金額として令附則第18条の2



第18条の3第1項から第3項までに定

めるところにより計算した金額(以下三

92条において｢上場株式等に係る譲渡所

得等の金額｣という｡)に対して課する

町民税の所得割の額は､附則第19条第

上空の規定にかかわらず､上場株式等に

係る課税譲渡所得等の金額(上場株式等

に係る譲渡所得等の金額(同条第4項第

1号の規定により適用される第

34条の2の規定の適用がある場合には､

その適用後の金額)をいう｡)の100分

2に相当する額とする｡

(特定口座を有する場合の町民税の所

得計算の特例)

第19条の4　町民税の所得割の納税義務

者が前年中に租税特別措置法第3ウ条の

11の3第3項第1号に規定する特定口

座を有する場合における法附則第35条

の2第1項に規定する株式等に係る譲

渡所得等の金額の計算にらいては､塗坦

則第35条の2の4第1項及び第2項に

定めるところにより行うものとする｡

(上場株式等に係る譲渡損失の繰越控

除)

第19条の5　略

2　前項の規定の適用がある場合におけ

る附則第19条第1項から盈旦堕まで及

び附則第19条の3の規定の適用につい

ては､附則第19条第1項及び附則第柑

条の3中｢計算した金額(｣とあるのは､

｢計算した金額(附則第19条の5第1

項の規定の適用がある場合には､その適

第2項から第4項までに定めるところに

より計算した金額(以下杢条において｢上

場株式等に係る譲渡所得等の金額｣とい

う｡ )に対して課する町民税の所得割の額

は､前条第1項の規定にかかわらず､上

場株式等に係る課税譲渡所得等の金額

(上場株式等に係る譲渡所得等の金額
i

(同条第5項第1号の規定により適用さ

れる第34条の2の規定の適用がある場

合にはその適用後の金額)をいう｡)の

100分2に相当する額とする｡

旦　前項の規定の適用を受ける上場株式

等に係る譲渡所得等の金額については､

前条第2項の規定は､適用しない｡

(特定口座を有する場合の町民税の所

得計算の特例)

第19条の3　町民税の所得割の納税義務

者が前年中に租税特別措置法第37条の

11の3第3項第1号に規定する特定口

座を有する場合における法附則第35条

の2第1項に規定する株式等に係る譲

渡所得等の金額の計算については､豊坦

則第35条の2の3第1項及び第2項に

定めるところにより行うものとする｡

第19条の4　匙塗

(上場株式等に係る譲渡損失の繰越控

除)

第19条の5　略

2　前項の規定の適用がある場合におけ

る附則第19条第1項から盈旦項まで及

び附則第19条の2の規定の適用につい

ては､附則第19条第1項及㈱

条の2第1項中｢計算した金額｣とあ

るのは､ ｢計算した金額(附則第19条

の5第1項の規定の適用がある場合に



用後の金額｡｣とする｡

3-4　略

(特定中小会社が発行した株式に係る

譲渡損失の繰越控除等及び譲渡所得等

の課税の特例)

第20条　略

2　前項の規定は､同項に規定する重宝が

発生した年の末日の属する年度の翌年

度分の第36条の2第1項若しくは第4

項の規定による申告書又は第5項にお

いて準用する同条第5項の規定による

申告書(その提出期限後において町民税

の納税通知書が送達される時までに提

出されたもの及びその時までに提出さ

れた第36条の3第1項の確定申告書又

を棚り措置法第37条の13の2第

7項において準用する同法第37条の12

の2第5項において準用する所得税法

第123条第1項の規定による申告書を

含むo盈旦壁において同じo)に前項の

規定の適用を受けようとする旨の記載

があるとき(これらの申告書にその記載

がないことについてやむを得ない理由

があると町長が認めるときを含む｡遷

旦項において同じ.)に限り､適用する0

3　略

4　前項の規定の適用がある場合におけ

る附則第19条第1項から墓旦塁まで及

び附則第19条の3の規定の適用につい

ては､附則第19条第1項及び附則第は

条里旦中｢計算した金額｣とあるのは､
｢計算した金額(附則第20条第3項の

規定の適用がある場合には､その適用後

の金額｡｣とする｡

5及び6　略

7　特定株式を平成12年4月1日から空

は､その適用後の金観,｣とする｡

3-4　略

(特定中/J飽ミ発行した株式に係る

譲渡晩矢の繰越控除等及び譲渡所得等

の課税の特例)

第20条　略

2　前項の規定は､同項に規定する垂墓が

発生した年の末日の属する年度の翌年

度分の第36条の2第1項若しくは第4

項の規定による申告書又は第5項にお

いて準用する同条第5項の規定による

申告書(その提出期限後において町民税

の納税通知書が送達される時までに提

出されたもの及びその時までに提出さ

れた第36条の3第1項の確定申告書又

を胡乱税特別措置法第37条の13の2第

7項において準用する同法第37条の12

の2第5項において準用する所得税法

第123条第1項の規定による申告書を

含む｡塵旦塁において同じ｡)に前項の

規定の適用を受けようとする旨の記載

があるとき(これらの申告書にその記載

がないことについてやむを得ない理由

があると町長が認めるときを含むo茎

旦題において同じ.)に限り､適用する｡

3　略

4　前項の規定の適用がある場合におけ

る附則第19条第1項から盈旦_壁まで及

び附則第19条の2の規定の適用につい

ては､附則第19条第1項及び附則第遡

条の2第1項中｢計算した金額｣とあ

るのは､ ｢計算した金額(附則第20条

第3項の規定の適用がある場合には､そ

の適用後の金額｡｣とする｡

5及び6　略

7　特定株式を平成12年4月1日から空



成19年3月31日までの間に払込みに

より取得をした所得割の納税義務者が､

当該払込みにより取得をした特定株式

の譲渡(法附則第35条の3第8項各号

に掲げる場合の区分に応じ当該各号に

定める譲渡に該当するものであって､そ

の譲渡の日において当該特定株式をそ

の取得をした日の翌日から引き続き所

有していた期間として令附則第18条の

6第13項に定める期間が3年を超える

場合に限る｡)をした場合における附則

第19条第1項の規定の適用については

､当該譲渡による同項に規定する株式等

に係る譲渡所得等の金額は､当該特定株

式の譲渡による当該株式等に係る譲渡

所得等の金額として令附則第18条の6

第14項に定めるところにより計算した

金額の2分の1に相当する金額とする｡

旦　塵壁の規定は､同項の規定の適用を

受けようとする年度分の第36条の2第

1項又は第4項の規定による申告書に遊

星_の規定の適用を受けようとする旨の

記載があるときに限り､適用する｡

成17年3月31日までの間に払込みに

より取得をした所得割の納税義務者が､

当該払込みにより取得をした特定株式

の譲渡(法附則第35条の3第8項各号

に掲げる場合の区分に応じ当該各号に

定める譲渡に該当するものであって､そ

の譲渡の日において当該特定株式をそ

の取得をした日の翌日から引き続き所

有していた期間として令附則第18条の

6第13項に定める期間が3年を超える

場合に限る｡)をした場合における附則

第19条第1項の規定の適用については

､当該譲渡による同項に規定する株式等

に係る譲渡所得等の金額は､当該特定株

式の譲渡による当該株式等に係る譲渡所

得等の金額として令附則第18条の6第

14項に定めるところにより計算した金

額の2分の1に相当する金額とする｡

旦　前項の規定の適用がある場合におけ

る附則第19条第2項の規定の適用につ

いては､同項中｢当該株式等に係る譲渡

所得等の金額｣とあるのは､ ｢当該株式

等に係る譲渡所得等の金額(附則第20

条第7項の規定の適用がある場合には､

その適用後の金額)｣とする｡

旦　盈ヱ壁の規定は､同項の規定の適用を

受けようとする年度分の第36条の2第

1項又は第4項の規定による申告書に墓

主賓の規定の適用を受けようとする旨の

記載があるときに限り､適用する｡

附　則

(施行期日)

第1条　この条例は､平成1 7年4月1日から施行するoただし､第24条第1項第

2号並びに第3 6条の2第1項及び第3項の改正､附則第1 9条の改正､附則第1 9

条の次に1条を加える改正､附則第1 9条の2から附則第1 9条の5までの改正､

附則第20条の改正(｢平成17年3月31日｣を｢平成19年3月31日｣に改め



る部分を除く｡)並びに次条第2項から第9項までの規定は､平成1 8年1月1日か

ら施行する｡

(町民税に関する経過措置)

第2条　別段の定めがあるものを除き､この条例による改正後の三朝町税条例(以下｢新

条例｣という｡)の規定中個人の町民税に関する部分は､平成1 7年度以後の年度分

の個人の町民税について適用し､平成1 6年度分までの個人の町民税については､な

お従前の例による｡

2　新条例第2 4条第1項第2号の規定は､平成1 8年度以後の年度分の個人の町民

税について適用し､平成1 7年度分までの個人の町民税については､第8項に定め

るものを除き､なお従前の例による｡

3　平成1 8年度分の個人の町民税の均等割に限り､前年の合計所得金額が1 2 5万

円以下であり､かつ､平成1 7年1月1日現在において年齢6 5歳以上であった者

(地方税法等の一部を改正する法律(平成17年法律第5号)第1条の規定による改

正後の地方税法(昭和25年法律第226号｡以下｢新法｣という｡)の施行地に住所

を有しない者を除く｡)に係る新条例第3 1条第1項の規定の適用については､同項

中｢3,000円｣とあるのは､ ｢1,000円｣とする｡

4　町は､平成1 8年度分の個人の町民税の所得割に限り､所得割の納税義務者で､

前年の合計所得金額が1 2 5万円以下であり､かつ､平成1 7年1月_1日現在にお

いて年齢6 5歳以上であった者の所得割(新条例第2 4条第1項に規定する分離課

税に係る所得割を除く｡以下この項において同じ｡)については､新条例の規定中所

得割に関する部分(新条例第3 4条の8第1項を除く｡)を適用した場合における所

得割の額から､当該額の3分の2に相当する額を控除するものとする｡この場合にお

ける新条例第3 4条の8第1項の規定の適用については､同項中｢第3 4条の3､第

3 4条の4及び前条｣とあるのは､ ｢三朝町税条例の一部を改正する条例(平成1 7

年三朝町条例第1 8号)附則第2条第4項｣とする｡

5　平成1 9年度分の個人の町民税の均等割に限り､前年の合計所得金額が1 2 5万

円以下であり､かつ､平成1 7年1月1日現在において年齢6 5歳以上であった者

(新法の施行地に住所を有しない者を除く｡)に係る新条例第3 1条第1項の規定の

適用については､同項中｢3,000円｣とあるのは､ ｢2,000円｣とする｡

6　町は､平成1 9年度分の個人の町民税の所得割に限り､所得割の納税義務者で､

前年の合計所得金額が1 2 5万円以下であり､かつ､平成1 7年1月1日現在にお

いて年齢6 5歳以上であった者の所得割(新条例第2 4条第1項に規定する分離課

税に係る所得割を除く｡以下この項において同じ｡)については､新条例の規定中所

得割に関する部分(新条例第3 4条の8第1項を除く｡)を適用した場合における所

得割の額から､当該額の3分の1に相当する額を控除するものとする｡この場合に

おける新条例第3 4条の8第1項の規定の適用については､同項中｢第3 4条の3､



第3 4条の4及び前条｣とあるのは､ ｢三朝町税条例の一部を改正する条例(平成1

7年三朝町条例第1 8号)附則第2条第6項｣とする｡

7　新条例附則第19条の2の規定は､平成17年4月1日(以下｢施行日｣という｡)

以後に同条第1項に規定する事実が発生する鎗合について適用する0

8　新条例附則第2 0条(所得税法等の一部を改正する法律(平成1 7年法律第2 1号)

第5条の規定による改正後の租税特別措置法(昭和3 2年法律第2 6%o以下｢新租

税特別措置法｣という｡)第3 7条の1 3第1項第1号に定める特定株式に関する部

分に限る｡ )の規定は､所得割の納税義務者が中小企業経営革新支援法の一部を改正

する法律(平成1 7年法律第3 0号)の施行の日以後に払込みにより取得をする同号

に定める特定株式について適用し､所得割の納税義務者が同日前に払込みにより取得

をした同号に定める特定株式については､なお従前の例による｡

9　新条例附則第2 0条(新租税特別措置法第3 7条の1 3第1項第4号に定める特

定株式に係る部分に限る｡ )の規定は､所得割の納税義務者が施行日以後に払込みに

より取得をする同号に定める特定株式について適用する｡

(固定資産税に関する経過措置)

第3条　新条例の規定中固定資産税に関する部分は､平成1 7年度以後の年度分の固定

資産税について適用し､平成1 6年度分までの固定資産税については､なお従前の例

による｡


